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三様監査の誤解を解く
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１．はじめに－混乱する監査担
当者の呼称

1948年制定の証券取引法の下で導入された

公認会計士による監査は、その後、1966年の

公認会計士法の改正により創設された監査法

人制度の導入を受けて、現在の金融商品取引

法に至るまで、これを「公認会計士又は監査

法人の監査」と称している。それを受けて、

同法の適用を受ける会社は、「貸借対照表、損

益計算書その他の財務計算に関する書類」に

対しては、公認会計士又は監査法人の監査証

明を受けることが規定されている（金融商品

取引法第193条の２第１項）。そのため、一般

には、金融商品取引法の下での外部監査は、

独立の第三者である公認会計士又は監査法人

による財務書類ないしは財務諸表の監査と称

している（注１）。

一方、会社法の下では、商法の時代から、

会社の機関としての監査役による監査が義務

付けられてきている。その後、1974年の商法

改正および商法特例法（注２）の制定により、

新たに、大会社（資本の額が５億円以上また

は最終の貸借対照表上で負債の部に計上した

金額が200億円以上である株式会社（商法特

例法１条の２第１項））に対してではあるが、

外部監査としての会計監査人の監査が導入さ

れたことで、金融商品取引法の「公認会計士

又は監査法人の監査」とともに、国際的にも

例のない２つの外部監査が併存することとな

ったのである。

ところで、監査役については、1950年の商

法改正時に会計監査権限のみに限定していた

（注３）ものを、1974年の改正により「取締

役ノ職務ノ執行ヲ監査ス」（商法第274条第１

項）と改正されたことで、監査役には会計監

査権限に加えて業務監査権限も付与されたも

のと解されている。加えて新設された商法特

例法では、新たに会計監査人制度を導入し、

大会社については、監査役の監査のほか、「会

計監査人の監査」を受けることが義務付けら

れたのである（同法第２条）。また、この会

計監査人については、「公認会計士又は監査法

人でなければならない」として、金融商品取

引法（旧来の証券取引法）の下での監査担当

者と同一の者が担当することが規定されたの

である（同法第４条第１項）（注４）。

なお、会計監査人の監査が求められる大会

社の監査役の場合、自らの監査報告書に、「会

計監査人の監査の方法又は結果を相当でない

と認めたときは、その旨及び理由並びに自己

論　壇



2 月刊監査研究　2017．5（No.522）

論　壇

の監査の方法の概要又は結果」について記載

することが求められることとなり（同法第14

条第２項第１項）、そのためにも、「監査役は、

その職務を行うため必要があるときは、会計

監査人に対してその監査に関する報告を求め

ることができる。」と規定されたのである（同

法第８条第２項）。つまり、監査役は、自ら

の職務遂行の中で、特に、会計監査領域に関

しては、全面的に会計監査人の監査に依拠す

ることが企図されていることからも、会計監

査人の業務内容だけでなく、しかるべき情報

交換をして効率的な監査を実施することが期

待されたのである（注５）。

ところで、2003年改正の商法特例法（のち

の会社法）により、監査役設置会社以外に、

米国型のガバナンスに倣って指名委員会等設

置会社（当時は、委員会設置会社）制度が導

入され、業務の執行機能と監督機能の分離が

図られたのである。しかしながら、この指名

委員会等設置会社は、後継者指名のイニシャ

チブを現行の執行部が握れないこと等に対す

る不満もあって、実務社会においてはほとん

ど浸透しなかったのである（注６）。そのため、

2014年の会社法改正では、監査役会設置会社

と指名委員会等設置会社の中間的性格を帯び

た第三の会社形態として、従来の監査役会が

監査等委員会に置き換わったとされる監査等

委員会設置会社制度を導入したのである。そ

の結果、2015年の改正会社法の施行後、１年

半しか経過していないものの、現時点ですで

に、監査等委員会設置会社へ移行（表明を含

む）した会社は、700社を超えている（注７）。

というのも、改正会社法では、有価証券報

告書提出会社が社外取締役を置いていない場

合に、置くことが相当でない理由を定時株主

総会で説明する義務を取締役に課している

（327条の２）ことに起因するものと捉えられ

ている。つまり、改正会社法を受けて、2015

年６月１日に運用開始された東京証券取引所

の『コーポレートガバナンス・コード～会社

の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上

のために～』では、「原則4-8. 独立社外取締役

の有効な活用」において「独立社外取締役を

少なくとも２名以上選任すべきである。」と

規定しており、これを遵守するための方策と

して、監査等委員会設置会社への移行が図ら

れたものと解される。確かに、監査役会設置

会社においては、従来より社外監査役を最低

２名設置する必要があり、監査等委員会設置

会社への移行と同時に、これらの社外監査役

等を横滑りで社外取締役とすれば、コーポレ

ートガバナンス・コードを形式上満たすこと

ができるからである。

このように、会社法における会計監査人以

外の監査担当機関としては、監査役（会）、

監査委員および監査等委員が混在しており、

それぞれに異なった役割と権限はあるが、基

本的には、取締役等（執行役を含む）の職務

の執行を監査する役割を担っていることか

ら、以下、本稿では、これらを総称して「監

査役等」と表記することとする。

ところで、一般企業においては、法定監査

以外の任意の監査として、内部監査部門等に

よる監査がある（注８）。この内部監査が明

示的に理解されるようになったのは、わが国

の場合、公認会計士監査導入に即して公表さ

れた、1950年の「監査基準」の中で取り上げ

られたことによるものと思われる。つまり、

同基準の前文の「財務諸表の監査について」

の「二　監査の必要性」において、内部統制

組織の構成要素として内部牽制組織と内部監

査組織が示され、これらが有効に機能するこ

とを前提に、試査による監査が可能になると

の理解を示していたのである。加えて、企業

内の不正誤謬の摘発・発見および防止には、

内部監査の果たす役割は極めて大きいと解し

ているのである。そのため、2007年の金融商

品取引法の下で導入された内部統制報告制度

においても、内部統制の基本的要素の１つで

あるモニタリングの中の独立的評価の一翼を
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担うことが内部監査に対して期待されている

のである（注９）。

このように、わが国企業における監査とし

ては、公認会計士又は監査法人といった職業

専門家による「外部監査」、内部監査部門等

に属する内部監査人による「内部監査」のほ

か、監査役、監査委員および監査等委員によ

る会社法上の「監査役等による監査」がある

（注10）。そのため、それぞれに目的ないし役

割の異なる３つの類型の監査を総称して「三

様監査」と称するようになったのである。た

だし、これら３つの監査については、監査対

象や業務面においての重複もあり、共通する

局面においては相互の協調化を図り、業務の

有効活用や手続等の無駄を省くことで合理化

を図ったり、それぞれに情報共有を図ること

で実効性の高い監査が期待されるといった考

えが意識されるようになったのである。

こうした問題意識については、戦後に公認

会計士監査が導入されたときからずっと指摘

されてきているのであるが、近時、再び、「三

様監査の連携」ということが強く意識されて

きているのはなぜなのであろうか。そこで、

以下では、そもそもわが国に特有の「三様監

査」の出自について考察するとともに、三様

監査に包含されるそれぞれの監査の目的から

して、それらが「連携」することの意味はど

こにあるのか、さらには、そうした「連携」

を強化することで、本当に、企業を取り巻く

監査の品質は高まるのか等、三様監査を取り

巻く諸課題について検討を行うこととする。

２．三様監査とその調整および
連携に向けた対応

日本監査役協会が2011年９月に発行した

『新任監査役ガイド（第５版）』ミニ知識のコ

ーナーにおいて、以下のように、三様監査に

ついての解説を行っている。

一見、至極当然のように受け取られる説明

ではあるが、３つの異なる制度的背景を有す

る監査について、それらが「連係」すること

は、本当にそれぞれの監査の実効性および効

率性を高めることに資するものといえるので

あろうか。

その前に、そもそも、「三様監査」という表

現が実際に用いられるようになった時期につ

いて振り返ってみるに、それは、少なくとも、

監査役監査および内部監査に加えて、公認会

計士監査が導入されたことに起源があるとい

うことである。

ただ、この点に関して幅広く文献検索等を

行った結果、わが国特有のこの三様監査のあ

り方を真正面から議論したもっとも古いと思

われる論稿「三様監査の在り方─監査役、公

認会計士及び内部監査人各監査の調整と将	

来─」を入手することができた（注11）。

それによれば、企業経営協会の「内部監査

研究会」において割り当てられたテーマが、

「三様監査の在り方」というものであったが、

当時の「文献には用いられていない新語」で

あり、したがって、研究会関係者が作ったも

のではないかとの指摘がなされている（宮本、

・監査役監査、公認会計士監査、内部監査

の３つを総称して、三様監査といいます。

・「公認会計士監査」は、公認会計士や監

査法人が行う主として法定（会社法・金

商法）の会計監査です。

・「内部監査」は、取締役（会）の指揮下

で内部統制システムのモニタリング等を

行う任意の監査です。

・監査役、公認会計士、内部監査人（内部

監査部門等）の３者は、それぞれに立場

と目的は異なりますが、監査するという

点では変わりがなく、３者が連係して監

査を行うことにより、それぞれの監査の

効率性・実効性を高めることが可能とな

ります。
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18頁。）。そこでは、公認会計士監査導入間も

ない当時の監査制度の実情を踏まえ、「このよ

うに、監査役、公認会計士、内部監査と三様

の監査が法的に統一されないまま、運用され

ているのみならず、更に、広い意味で監査の

範疇に属すると思うが、税法に基づく税務調

査官の監査と、大蔵省証券課の有価証券報告

書による書類監査と、夫々異なつた目的を有

しながら、技術的には殆んど同一の監査を実

施している状態で、企業規模も小さく且つ、

その合理化も進んでいない我が国の企業にと

つては、著しい負担となつており、合理化の

障碍とさえなつている点を考えれば、これら

各種監査の整理統合と改善は極めて重要な問

題と考えられる。」（同上、20頁。）と指摘し

ている。さらに、当時の監査役監査に対して

は、「その本来の目的は、株主、会社債権者の

利益保護にあるのであるが、我が国に於いて

は、ドイツに於ける監査役の実態と著しく相

異し、その大部分が取締役から独立した監督

機関たる色彩を失い、実質的に殆んど取締役

に従属しているか、或いは無用の機関となっ

ており」（同上、20頁。）、一般株主保護とい

った目的を達成することは困難であるとの厳

しい指摘もなされている。

つまり、草創期のわが国監査の状況に対す

る本論での見方に従うならば、三者三様に実

施されている監査形態のうち、とりわけ、そ

の実効性が希薄な監査役監査（当時は、1950

年改正商法の下での監査役監査が対象となっ

ており、監査役の職務は会計監査にのみに限

定されていたこと、そして、公認会計士によ

る外部監査の導入により会計監査に対する役

割は大きく低減したこと等も起因している。）

については、殆んど形骸化してきているとの

認識を示しているのである。したがって、実

質的に、内容面および人材面で内部監査の充

実を図ることによって、内部監査が監査役監

査の多くを代替することが可能となると捉え

ている。しかし当面は、この三様監査を「調整」

するという視点から、実定法上の解釈を離れ

て、実質的には「監査役が内部監査担当の長

に」なることで効率的な監査活動が可能とな

り、また、これこそが合理的な経営方策とも

考えられる」（同上、21頁。）としている。そ

の結果、「アメリカ型の公認会計士による外部

監査と内部監査人による内部監査の２本立て

とするのが適当である」（同上、22頁。）と結

論づけている（注12）。

一方、この「三様監査の調整問題」につい

ては、1951年９月に経済安定本部企業会計基

準審議会（大蔵省企業会計審議会の前身）が

中間報告として公表した「商法と企業会計原

則との調整に関する意見書」において、「証券

取引法に基づき公認会計士の監査を受ける会

社は、計算書類に関する監査役の監査を擁し

ないものとすること。」といった旨の提案が

なされたことで、「会計士監査と監査役監査と

の調整問題に口火をつけた」（日下部ａ、40

頁。）とされている（注13）。そして、「それ

以来、監査役廃止論と存続論が盛んに討論さ

れ、昭和31年２月には大蔵省で『監査役監査

と公認会計士監査との調整に関する要綱案』

がまとめられ、また昭和45年３月に法務省で

『商法改正案要綱』が立案されたが、諸般の

事情から陽の目を見るに至らず今日に及んで

いる。」（同上、40頁。）というのであった。

その後、1974年の改正商法では、「第274条

第１項を『監査役ハ取締役ノ職務ノ執行ヲ監

査ス』と改め、「従来の会計監査から脱皮して

取締役の業務執行全体を監査し、株式会社の

運営の適正化をはかる『監督役』にしようと

いうのである。このため監査役に対して、『何

時ニテモ取締役ニ対シ営業ノ報告ヲ求メ又ハ

会社ノ業務及財産ノ状況ヲ調査スル』権限を

与え（274条第２項）、自由にその手腕を発揮

することができるようにしている。この点は、

昭和49年改正の重要なポイントである。」（日

下部ｂ、49-50頁。）というのである。

こうした監査役監査の業務の変容に伴っ
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て、監査役サイドにおいては、会計監査の専

門家である公認会計士又は監査法人との関係

性の中で、「会計監査人との連係」（注14）と

いうことが強く意識されるようになったもの

と解される。つまり、そこでの基本的要請事

項としては、監査役は、⑴会計監査人と会計

監査上必要な情報交換を行い、効率的な監査

を実施するよう努めること、および、⑵会計

監査人と定期的会合をもつとともに、必要に

応じ随時所要の連絡を行うことであった。つ

まり、ここでは、監査役として、会計監査上

必要な情報交換と情報共有を図る点に、「連

係」ということの意義づけをしていたものと

いえる。

しかし、その後、2004年12月に、金融庁が

公表した「ディスクロージャー制度の信頼性

確保に向けた対応（第二弾）について」にお

ける「３．開示制度の整備」の中の「⑶コー

ポレート・ガバナンスにかかる開示の充実」

の一環として、有価証券報告書において開示

すべき事項として「内部監査及び監査役（監

査委員会）監査の組織、人員、手続。内部監査、

監査役（監査委員会）監査及び会計監査の相

互連携」が掲げられることとなった。これを

受けて、2005年３月に改正の「企業内容等の

開示に関する内閣府令」では、有価証券報告

書の「コーポレート・ガバナンスの状況」に

おいて、以下の通りの指示がなされている（第

二号様式（記載上の注意）（57b））。

　　「内部監査及び監査役（監査委員会）監

査の組織、人員（財務及び会計に関する相

当程度の知見を有する監査役又は監査委員

が含まれる場合には、その事実）及び手続

について、具体的に、かつ、分かりやすく

記載すること。

　　また、内部統制部門、内部監査、監査役（監

査委員会）監査及び会計監査の相互連携に

ついて、具体的に、かつ、分かりやすく記

載すること。」

また、この開示に対応するため、日本監査

役協会と日本公認会計士協会は、2005年７月

に「監査役若しくは監査役会又は監査委員会

と監査人との連携に関する共同研究報告」を

公表したのである。かかる共同研究報告を取

りまとめた趣旨として、以下のような解説が

なされている（報告書の「１．はじめに」の

「⑴共同研究報告取りまとめの経緯」）。

「監査役等はその会計監査業務を行うに当

たって、監査人の監査の方法と結果の相当性

を判断する責務を負っている。また、監査人

にとっても、監査役等の意見は、自らの監査

意見形成の基礎に役立てることができること

から、両者の関係は今後ますます重要性を増

してくるものと考える。両者の連携は、相互

の信頼関係を基礎として築き上げられるもの

であり、具体的な連携の方法や密度をより高

度化し、それぞれが担う監査業務の品質を高

めることは、監査に対する株主・債権者・一

般投資家等利害関係者の更なる期待に応える

と同時に、企業活動の健全化に資することが

できるものと考える。」

かかる趣旨の下に公表された共同研究報告

であるが、監査役等と監査人との連携の効果

として、①監査の品質向上、②監査の効率化、

③コーポレート・ガバナンスの充実・強化へ

の寄与の３点が挙げられている（注15）。し

かし、こうした連携の効果を認めつつも、「共

同研究報告の『監査役等と監査人との連携の

方法、時期及び情報・意見交換事項の例示』

に示されている内容の多くは、監査人から監

査役等への情報提供に関する事項であり、監

査役等から監査人に対する情報提供の内容に

ついては、『監査役等の監査体制』、『監査役等

による監査計画』、『監査役等監査の実施状況』

という表現にとどまり、ほとんど具体的な内

容が示されておらず、双方向での連携が必要

であるとしながらも、明示された連携の効果

をどのように上げるのか、という点について

の検討は十分ではなかった。」（秋坂、251頁。）

との指摘もある。



6 月刊監査研究　2017．5（No.522）

論　壇

また、これを受け、日本監査役協会は、

2006年11月に、従前の「監査役と会計監査人

との連係を保つための実務指針」を改正して、

「会計監査人との連係に関する実務指針」と

して公表しているが、連携の具体的な例示に

おいては、あくまでも、会計監査人からの報

告という視点が中心となっており、言わば、

一方通行での連携を標榜していたに過ぎなか

ったといえる。

３．三様監査での本格的な連携
の流れ―連係から連携へ―

その後、2009年に改正された「監査役若

しくは監査役会又は監査委員会と監査人との 

連携に関する共同研究報告」では、その改正

の経緯について、以下のように説明している。

　　「金融商品取引法（以下「金商法」とい

う。）の改正や公認会計士法等の一部改正

が行われるなど、企業内容の開示・監査に

対する信頼性の向上に向けた立法整備が立

て続けに講じられた。まず金商法により、

内部統制報告制度、四半期報告制度及び確

認書制度が導入され、平成20年４月１日

以後開始する事業年度から適用が開始され

ることとなった。また、同法において、監

査人が被監査会社において法令違反等事実

を発見したときは、当該事実の内容等を書

面により監査役等に通知することとされた

（金商法第193条の３、筆者挿入。）さらに、

平成19年６月の公認会計士法等の一部改正

においては、監査法人における品質管理・

ガバナンス・ディスクロージャーの強化や

監査人の独立性と地位の強化が図られるな

どした。

　　このほか、会社法により導入された会計

監査人の報酬等の決定にかかわる監査役等

の過半数の同意（会社法第340条、399条、

筆者挿入。）や『会計監査人の職務の遂行

に関する事項』の監査役等への通知（会社

計算規則第130条、筆者挿入。）を含め、会

社法の下での実務への展開が進められてい

る。

　　このように、近時行われた法整備とその

実務展開は、単に監査役等と監査人との連

携のあり方に大きな影響を及ぼすにとどま

らず、企業統治のあり方にも関わるという

点で、経営者や内部監査部門等との関係を

含め、両者の連携のあり方に新たな意義を

提示することとなった。」

中でも、金融商品取引法の下での内部統制

報告制度に関しては、2007年２月に金融庁・

企業会計審議会が公表した、内部統制に関す

る一連の基準が盛られた意見書の前文の「二　

基準の構成及び内容等」の「⑷公認会計士等

による検証の水準とコスト負担の考慮」にお

いて、その方策の１つとして、「監査人と監査

役・内部監査人との連携」（注16）が挙げら

れていたのである。このように、金融商品取

引法や会社法といった法的な場面において、

監査役等と会計監査人との連携だけでなく、

監査人と内部監査人との連携についても明示

的な理解がなされるようになったのである。

一方、監査役等と監査人との連携が、より

強く認識されるようになったのは、止むこと

のない企業不正に対する処方箋として、実効

性の高いコーポレート・ガバナンスを構築す

ることであるとの認識に即して、日本監査役

協会と日本公認会計士協会が、2012年３月に

公表した共同声明「企業統治の一層の充実へ

向けた対応について」においてであった。そ

こでは、以下のように、企業統治（コーポレ

ート・ガバナンス）の充実のためにも、双方

の監査の連携が実効性あるものとなることが

重要であるとの認識を明確に表明している。

　　「企業統治の一層の充実という要請に応

えるために、監査役及び監査人は、相互の

信頼関係と緊張感のある協力関係の下で真

の連携をより深化させ、監査品質の更なる

向上に取り組んでいく所存です。同時に、
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監査役及び監査人が、双方向からの積極的

な連携を従前以上に強く認識し、それぞれ

の職務を確実に遂行することも重要である

と認識しております。」

このような認識の中で、企業会計審議会は、

2013年３月に、監査基準の一環として「監査

における不正リスク対応基準」を公表したの

である。本基準の公表に際しては、2011年に

発覚した、長期にわたる不正会計がなされた

オリンパス事件や、創業家出身の会長による

不当な資金貸付けがなされていた大王製紙事

件等を踏まえ、コーポレート・ガバナンスの

あり方の検討とともに、不正による有価証券

報告書の虚偽記載等の不適切な事例を防止す

るために、「監査人は、企業における内部統

制の取組みを考慮するとともに、取締役の職

務の執行を監査する監査役等と適切に連携を

図っていくことが重要である。」（意見書の前

文、「一　経緯　１　審議の背景」）との指摘

がなされている。さらに具体的には、「監査人

は、不正による重要な虚偽の表示の疑義があ

ると判断した場合や経営者の関与が疑われる

不正を発見した場合には、取締役の職務の執

行を監査する監査役や監査委員会と適切に協

議する等、連携を図ることが有効である。ま

た、監査人は、監査の各段階において、監査

役等との連携を図らなければならない」（同、

「一　経緯　２　審議の経過等」）との観点か

ら、「監査人は、監査の各段階において、不

正リスクの内容や程度に応じ、適切に監査役

等と協議する等、監査役等との連携を図らな

ければならない。監査人は、不正による重要

な虚偽の表示の疑義があると判断した場合に

は、速やかに監査役等に報告するとともに、

監査を完了するために必要となる監査手続の

種類、時期及び範囲についても協議しなけれ

ばならない。」（同基準の「第二　不正リスク

に対応した監査の実施」の「17）　監査役等

との連携」）と規定している。

本基準の公表を受け、2013年11月に、日本

監査役協会と日本公認会計士協会の「監査役

若しくは監査役会又は監査委員会と監査人と

の連携に関する共同研究報告」の改正がなさ

れ、表題も改められて「監査役等と監査人と

の連携に関する共同研究報告」として公表さ

れたのである。加えて、2014年４月には、「会

計監査人との連携に関する実務指針」も改正

され、結果として、日本監査役協会は、旧来

一貫して主張してきた「連係」という表現を

廃止し、一般に使用されている「連携」とい

う表現に舵を切ったのである（注17）。した

がって、これら改正された共同研究や実務指

針を見ると、監査役等と監査人は、それぞれ

の監査目的を達成するために、相互の信頼関

係を基礎としながら、緊張感のある協力関係

の下での適切な連携を図ること、また、適切

な連携には両者の有効なコミュニケーション

を支えるための相互の連携こそが重要である

との認識が示されているのである。

４． 「コーポレートガバナンス 
・コード」により強化された
連携

ところで、日本公認会計士協会は2004年

11月に、会計監査人の立場からは、監査基準

委員会報告書第25号「監査役若しくは監査役

会又は監査委員会とのコミュニケーション」	

（注18）を公表して、監査役等との関係につ

いて、これを「連携」という形で捉えるので

はなく、国際標準に倣って、「コミュニケーシ

ョン」という形での対応を規定している。す

なわち、監査人は、監査上の重要情報等が存

在する場合に、「専ら経営者に対するモニタリ

ングの機能を担う監査役等を対象」として、

監査役等とコミュニケーションを行うものと

している。つまり、監査役等は、「財務情報な

どの作成過程の健全性の確保、経営者の職務

執行の監視や内部統制システムの実効性に対

するモニタリングなどの機能を果たす」（同
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報告書、２項。）と解されることから、コミ

ュニケーションの範囲は、「一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施した監

査において、監査人が判断した事項及び発見

した事項のうち監査役等の職務遂行に関連し

て重要と判断する事項」であるとも規定して

いる（同報告書、７項。）。

その後、2015年５月、平成26（2014）年

６月の改正会社法の対応や監査役等とのコミ

ュニケーション項目の明確化等のために、同

報告書の改訂がなされ、「監査人と監査役等

が連携し、有効な双方向のコミュニケーショ

ンを行う」（同報告書、８項）ことを前提に、

監査事務所の品質管理システムの整備・運用

状況の概要について監査役等に伝達すること

が追加されたのである。具体的には、日本公

認会計士協会の品質管理レビュー結果の内容

やその後の対応状況、さらには、公認会計士・

監査審査会の検査結果およびその後の対応状

況等が含まれるとされている（同報告書Ⅲ適

用指針、A22-2およびA22-3）（注19）。

なお、持続的な成長と中長期的な企業価値

の向上を目指して、実効的なコーポレートガ

バナンスの実現に資する主要な原則をまとめ

たということで公表された、先の、『コーポレ

ートガバナンス・コード～会社の持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上のために～』

では、上場会社に対して、かかる原則の遵守

を求めたのである。そうした原則の中で、所

謂、三様監査の連携等に関しては、以下のよ

うな規定を置いている。

このように、コーポレートガバナンス・コ

ードでは、監査役会だけでなく、取締役会に

対しても、三様監査等の連携を確保すること

を要請していることから、各監査における「連

携」強化の流れは、より促進されることとな

ったのである。

なお、上記の「補充原則3-2①」を受けて、

日本監査役協会は、2015年11月「会計監査人

の評価及び選定基準策定に関する監査役等の

実務指針」を公表し、監査役監査での多くの

活動領域において、会計監査人との相互連携

を推進することが規定されている。こうした

実務指針の公表は、会計監査人の連携とも密

接に係わりを有するものであり、監査の品質

向上の観点からも「米国をはじめとして各国

において会計監査人の評価及び選定に関する

指針等が公表されている。」（同実務指針、「は

じめに　第１本指針の趣旨及び位置付け」）

と解している。

さらに、日本監査役協会では、2016年11

月「近年生じた会計不正事案等を契機とし

て、改めて会計監査に対する信頼性が問わ

れている。監査役、監査委員及び監査等委

員（以下「監査役等」という）としても、会

計監査に携わるものとして、会計不正防止に

向けて果たすべき役割は大きい。」との認識

の下、ついに、「三様監査の連携」を前面に掲

げて「会計不正防止における監査役等監査の

提言─三様監査における連携の在り方を中心

【原則３－２．外部会計監査人】

外部会計監査人及び上場会社は、外部会

計監査人が株主・投資家に対して責務を負

っていることを認識し、適正な監査の確保

に向けて適切な対応を行うべきである。

　　「補充原則3-2①　監査役会は、少なく

とも下記の対応を行うべきである。」と

して、「（ⅰ）外部会計監査人候補を適切

に選定し外部会計監査人を適切に評価す

るための基準の策定」

そして、

　　「補充原則3-2②　取締役会及び監査役

会は、少なくとも下記の対応を行うべき

である。」として、

　　「（ⅲ）外部会計監査人と監査役（監査

役会への出席を含む）、内部監査部門や

社外取締役との十分な連携の確保」と規

定。
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に」を公表したのである。本報告書では、特

に、「Ⅱ　会計不正防止のための三様監査」と

して、「１．監査役会等の監査と三者間の連	

携」の中で、連携に際しての監査役等の役割

について、次のように規定している。

さらにこれを受けて、「２．監査役等と内

部監査部門との連携」「３．監査役等と会計

監査人との連携」の項において具体的な連携

のあり方等についても規定している。さらに

は、「４．会計監査人と内部監査部門との連	

携」の項においては、「監査役等は両者の連

携を推進し、定期的に報告を受けることによ

り、両者の状況を適宜把握し、監査全体の実

効性の向上に努めるべきである。」としてい

る。こうした取組みからも分かるように、所

謂、三様監査の実効性を高めるためには、監

査役こそが主体的な役割を担うべきであると

捉えており、また、会計監査人と内部監査部

門との連携についても、監査役等が両者の連

携を推進し、かつ、定期的に報告を受けるこ

とで監査全体の実効性を高めるべきであると

主張している。

５．終わりに―三様監査の連携
の今後

会計監査人の立場からは、すでに、「監査基

準」「第三　実施基準　一　基本原則」の７

において、監査役等との連携については、「監

査人は、監査の各段階において、監査役等と

協議する等適切な連携を図らなければならな

い。」と規定されている。また、内部監査に

関しては、「第三　実施基準　四　他の監査人

等の利用」の３において、「監査人は、企業の

内部監査の目的及び手続が監査人の監査の目

的に適合するかどうか、内部監査の方法及び

結果が信頼できるかどうかを評価した上で、

内部監査の結果を利用できると判断した場合

には、財務諸表の項目に与える影響等を勘案

して、その利用の程度を決定しなければなら

ない。」ということで、「連携」としてではな

く、有効な「利用」という視点での対応を講

じてきている。

さらに、2013年３月公表の「監査における

不正リスク対応基準」において、不正の発見

等には、監査役等との連携が有効であるとい

うことで、日本監査役協会が公表した「会計

不正防止における監査役等監査の提言」にお

ける認識と同様の視点が示されている。

こうした経緯からも分かるように、会計不

正の問題が露呈するたびに、監査の実効性が

問われ続けており、とりわけ、経営者を巻き

込んだ不正の場合には、経営監視を旨とする

監査役等における業務監査の実効性を確保す

るためにも、監査役等としては、会計監査人

だけでなく内部監査部門による監査を有効活

用することが求められることもあり、より積

極的に他の監査との「連携」を標榜するよう

になったものと解される。一方、会計監査人

のサイドからしても、有効な内部統制の整

備・運用に責任を有する経営者の姿勢を評価

し、かつ、経営者をも巻き込んだ会計不正を

抑止ないしは早期に発見するためには、監査

監査役等として、日常の経営監査、業務

監査、会計監査を踏まえた、総合的な観点

で会計不正防止に対応していくべきである。

監査役等、内部監査部門、会計監査人の

三者間の連携に当たって、監査役等は三様

監査を統括する意識を持って、主体的な役

割を果たすべきである。また、監査役等、

内部監査部門、会計監査人はそれぞれの役

割を理解し、相互に改善点について意見交

換を行うなど一定の緊張感を保ちながら、

リスク・アプローチに必要なリスクの分析

等において三様監査全体の実効性を高める

よう連携すべきであり、監査役等としても

必要な情報を積極的に発信していくべきで

ある。
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役等の監査の実態を的確に把握して、適時の

情報交換ないし情報共有を促進させることが

極めて重要であると思われる（注20）。

このように、わが国の場合、監査制度の始

まりから存在する「監査役制度」の実効性を

高めるために、他国に例のない形での、他の

監査との連携ということが俎上に載せられ

るようになったものと解される。とりわけ、

1974年の商法特例法の下で導入された会計監

査人の監査に対しては、あくまでも、監査役

監査の下に位するものとして位置付けられた

ことから、監査役は、会計監査人監査の評価

を行うための手段として、「会計監査人との

連係」を標榜するようになったように思われ

る。それは、会計監査権限のみに特化した監

査を要請されていた1974年改正前の商法の下

では、公認会計士又は監査法人による外部監

査と内部監査部門等による内部監査との狭間

において、すでに無機能化しているとの批判

の中で、三様監査の「調整」の流れに歯止め

をかける狙いもあったように思われる。

つまり、現行の指名委員会等設置会社のよ

うに、会社の執行業務の監視・監督を主眼と

する取締役会の場合には、監査委員会の指揮

命令下に内部監査部門が設置されていて、社

内モニタリングを行うとともに、外部監査と

の役割分担の下、相互にコミュニケーション

を円滑にして、それぞれの監査目的を的確に

遂行することが期待されている。したがって、

その場合には、内部監査と外部監査が、必要

かつ重要な情報を共有するために「コミュニ

ケーション」を推進することはあっても、両

者が、互いに「連携」するという発想は生じ

てこない。それは、それぞれの監査目的の相

違もさることながら、とりわけ内部監査の場

合には、取締役ないしは執行役の指揮命令下

に置かれており、独立性を主眼とする外部監

査とは別枠で捉えるべきものであり、両者

が「連携」を通じて接近することはかえって、

監査の信頼性を削ぐことにもなりかねないか

らである。

このように、わが国の企業監査の領域にお

いて、「連携」することを求めるようになった

背景としては、監査役監査の実効性を確保す

るための方便としての意味合いが極めて強い

のである。加えて、近時の経営者主導型の会

計不正に立ち向かうために、会計監査人サイ

ドにおいて、経営監視を主眼とする監査役等

の業務監査に依拠ないしは活用することが有

効であるとの理解が、この「連携」を促進さ

せてきているのである。しかし、留意すべき

は、監査役等の監査、会計監査人の監査、そ

して内部監査部門等の監査は、いずれもが、

それぞれに異なる明確な目的を有しており、

また、それぞれに権限と責任の範囲も異なる

ことから、不用意に「連携」を強調するとい

う傾向には、国際的な視点とは整合しないと

いうことである。というのも、本当に、三様

監査の連携をより一層強化することが推奨さ

れるのであれば、これら３つの類型の監査を

一本化することで、より効率的な監査が期待

されるということになるからである。しかし、

そうした荒唐無稽な理解は容認されるもので

はなく、そこで求められている「連携」とは、

少なくとも現時点での状況を踏まえるなら

ば、「円滑な双方向でのコミュニケーション」

を促進することと解すべきものであろう。こ

の点にこそ、三様監査が抱えている「誤解を

解く」鍵が潜んでいるものと思われる。

ところで、国際会計士倫理基準審議会

（IESBA）は、2016年７月「違法行為への対

応」を公表（なお、適用は2017年７月15日

からで、早期適用可能）して、全ての公認

会計士を対象に、かつ、財務諸表に直接関係

のない法令違反についても、しかるべき対応

を講ずべきとの要請がなされている。すなわ

ち、「職業会計士が関与先又は雇用主による起

こり得る違法行為、すなわち法令及び規則等

への違反又はその疑いに気付いた場合に、公

共の利益のために取るべき行動について職業
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会計士に対して指針を示す、今までに類を見

ないフレームワークを規定するものである。」

として、具体的に、公認会計士に対して、「法

令違反から生じる重大な損害から利害関係者

と社会一般を守り、社会悪のウォッチャーや

是正を促す役としての社会的役割が期待され

ている」（加藤、13頁）というのである。こ

のような動向からみて、会計監査人監査では、

企業における健全な業務運営の監視ないし監

督を踏まえた監査が強く要請されるようにな

ってきているということであり、その点で、

わが国の場合、会計監査人が監査役等の監査

の実態等を踏まえた、より密接かつ円滑なコ

ミュニケーションが促進されることが強く望

まれるところである。

かかる動向に適切に応えることこそ、会計

監査人監査の実効性と効率性を高めるととも

に、監査の品質を高めるといった要請にも応

えることになるものと思われる。そのための

前提として、有効活用が可能となる信頼性の

高い内部監査が実践されており、かつ、厳格

な経営監視を実践している監査役等の監査が

存在していることが極めて重要なのであり、

そうした視点を度外視したところでの「三様

監査の連携」は、まさに画餅に過ぎないので

はないだろうか。

（注１）但し、金融商品取引法だけでなく、その

他の法律によって義務付けられるようになっ

た、公認会計士又は監査法人の監査について、

現実問題としては、大半を監査法人が担って

いることから、「監査法人の監査」と捉える向

きも多い。

（注２）1974年制定の「株式会社の監査等に関す

る商法の特例に関する法律」について、当初

は「監査特例法」と通称されていたが、その後、

監査以外の事項について追加されるようにな

ったことから、「商法特例法」と称されるよう

になった。しかし、2005年の会社法の制定に

より、商法特例法で規定されていた条項は会

社法に盛り込まれたことで、商法特例法は廃

止となった。

（注３）1950年の改正商法第274条第１項では、

以下の通り、監査役に対しては会計監査権限

のみを規定していた。「監査役ハ何時ニテモ会

計ノ帳簿及書類ノ閲覧若ハ謄写ヲ為シ又ハ取

締役ニ対シ会計ニ関スル報告ヲ求ムルコトヲ

得」

（注４）会社法の下での外部の職業専門家による

監査については、「会計監査人の監査」と呼称

するのが通例であり、一般的に、独立した外

部の職業専門家としての「公認会計士又は監

査法人」を総称する「監査人」という表記は

使用していない。しかし、本稿においては、

特に会社法ないしは金融商品取引法の中での

議論以外では、独立した外部の職業専門家が

監査を担うときには、「監査人」といった表現

を用いている。

（注５）日本監査役協会は、会計監査人監査制度

導入後の1975年に、「監査役監査基準」を制定

し、会計監査人との関わりを明示的に示すた

めに「連係に関する規定が設けられ、実務指

針として『監査役と会計監査人との間の実務

指針第１号』（1980年（昭和55年））、『監査役

と会計監査人との連係を保つための実務指針』

（1988年（昭和63年））が定められた。」（秋坂、

３頁。）

（注６）2003年以降、2016年12月19日現在、指

名委員会等設置会社に移行した企業は、69社

に過ぎない。（日本取締役協会調べ。http://

www.jacd.jp/news/gov/jacd_iinkaisecchi.pdf）

（注７）2017年２月10日までに、監査等委員

会設置会社へ移行（表明を含む）した会社

は、720社となっている。（『週刊　経営財務』

No.3298、2017年２月20日、15頁。）

（注８）日本内部監査協会の2016年６月改訂の

「内部監査基準」の「第１章　内部監査の本質」

では、内部監査について以下のように規定し

ている。

　　「内部監査とは、組織体の経営目標の効果的
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な達成に役立つことを目的として、合法性と

合理性の観点から公正かつ独立の立場で、ガ

バナンス・プロセス、リスク・マネジメント

およびコントロールに関連する経営諸活動の

遂行状況を、内部監査人としての規律遵守の

態度をもって評価し、これに基づいて客観的

意見を述べ、助言・勧告を行うアシュアラン

ス業務、および特定の経営諸活動の支援を行

うアドバイザリー業務である。」

（注９）内部監査の有効性評価のためにも、内

部監査人として、知識、技能およびその他の

能力等の適格性要件を充足していることが求

められるが、そのための国際資格として、米

国に本部のある内部監査人協会（Institute of 

Internal Auditors；IIA）認定の公認内部監査

人（Certified Internal Auditor； CIA）がある。

（注10）外部監査とは、「被監査会社の外部に位

する諸機関によって行われる監査である。例

えば、公認会計士又は監査法人のような職業

監査人の監査、監督官庁や税務署などの官庁

監査人による監査である。外部監査は、被監

査会社と直接利害関係のない独立の第三者に

よって行われるので、他の諸監査に比べても

っとも社会的信頼性が高く、本源的監査形態

とされている。」一方、「内部監査は、 企業にお

ける内部統制の一環として、会計記録の正確

性と妥当性を検証し、不正・誤謬を検出する

とともに、広く経営者的見地から他の諸管理

の有効性および各部門の業務活動を評定する

経営者のための監査をいい、通常、監査科監

査室のような社内の一定部門によって行われ

る。」（日下部ａ、33頁。）しかし、わが国独自

の監査役等監査については、上記の外部監査

ないしは内部監査の範疇では捉えることがで

きず、また、ここにいう外部監査と内部監査

の両面の性格を有しているものと解される。

（注11）三様監査のあり方やそれらの連携の起源

等について考察したいといった筆者の願いを、

以前より、一般社団法人日本内部監査協会理

事の土屋一喜氏にお伝えしておいたところ、

同協会の南部芳子氏のご助力の下、種々渉猟

された結果見つけていただいたのが、下記の

論稿である。ここに記して、お二人に感謝申

し上げたい。

　　宮本宏「三様監査の在り方─監査役、公認

会計士及び内部監査人各監査の調整と将来」

『実務者』第18集（1954年７月号）、18－23頁。

（注12）（注10）での指摘の通り、監査に対する

分類として、古くから、「内部監査」か「外部

監査」かということでの分類がなされている

が、わが国特有の監査役監査については、内

部監査または外部監査のいずれに属するのか

が明確に識別できないことも、監査役監査に

対する信頼性が得られない理由と考えられる

（柴田英樹「監査役監査は内部監査か外部監査

か」を参照のこと。）

（注13）本提案の理由として、意見書では以下の

ような説明している。

　　「公認会計士監査と監査役監査とは、監査機

能としては若干の差異はあるとしても、計算

書類の監査に関する限り実質上の差異は認め

られず、独立の職業的専門家たる公認会計士

の監査をうけた場合において、更に監査役の

監査を必要とする理由は見出されない。重複

した監査をうけることは会社の営業の支障を

来たさしめるおそれもあり監査の効果を却っ

て減殺するものであるから、公認会計士の監

査をもって監査役の監査に代らしめるべきで

ある。」

（注14）上記（注５）を参照のこと。

　　なお、日本監査役協会の「監査役監査基準」

では、1975年制定以来、「内部監査部門との連

係」や「会計監査人との連係」ということで、

すべて、一般に使用される「連携」ではなく、

「連係」と表記されてきたが、2015年の改定

の「監査役監査基準」では、すべてを、「連携」

に変更されることとなった。なお、従来、あ

えて「連係」を使用してきた理由については、

次のように説明している。

　　「監査役の職務は、会計監査人あるいは内部
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監査部門等が行っている監査が妥当であるか、

相当であるかを、独立した立場で監査すると

いう職務であることから、会計監査人や内部

監査部門等と一緒に手を携えて監査するので

はなく、これらと係わり合って監査するとい

った趣旨を踏まえたものである。」しかし、近

時公表されている監査関連のあらゆる文書で

は、すべて「連携」で統一されていることも

あり、今般の改定で用語の統一を図ったとさ

れている。

　　なお、『広辞苑（第五版）』によれば、連係と

は、「つながって次に及ぶこと。つらなり　つ

ながること。」とあり、また。連携とは、「同じ

目的を持つ者が互いに連絡をとり、協力し合

って物事を行うこと。」とされている。

　　こうした語句の本義から推察するに、「監査

役監査基準」において、あえて、「連係」とい

う語句に執着してきたということから見て、

監査役は、会計監査人あるいは内部監査部門

等の監査に対しては、それらの監査を評価・

判断するということで監査役監査が上位に位

するとの視点が伺えるとともに、これらの監

査とは相応の接点を持つことで、必要に応じ

て情報の交換や共有を求める点に主眼が置か

れていたものと思われる。

（注15）本報告では、「２．監査役等と監査人との

連携の必要性と効果」において、次のように

述べている。

　　「商法監査における監査役等と監査人とは、

監査人が会計監査人として監査役等に監査報

告書を提出し、監査役等が会計監査人の監査

の方法と結果の相当性を判断する関係にある。

会計監査人は、会計に関する監査の方法とそ

の結果である監査意見を表明することが義務

付けられており、監査役等が監査の方法と結

果の相当性を判断するために必要かつ十分な

情報提供と説明義務を果たさなければならない。

　　また、新会社法第 397 条第１項では、『会

計監査人は、その職務を行うに際して取締役

の職務の執行に関し不正の行為又は法令若し

くは定款に違反する重大な事実があることを

発見したときは、遅滞なく、これを監査役に

報告しなければならない。』、第２項では『監

査役は、その職務を行うため必要があるとき

は、会計監査人に対し、その監査に関する報

告を求めることができる。』と規定されている

（監査役会設置会社及び委員会設置会社におけ

る第１項又は第２項の適用については、同条

第３項及び第４項に読み替えの規定がある。）。

しかし、両者の連携の実を上げるためには、

これらの規定は当然のこととして、むしろ、

法律で規定されていない状況下においてどの

ように連携を図るかが重要である。」

（注16）ここでは、「監査人は、監査役などの監視

部門と適切に連携し、必要に応じ、内部監査

人の業務等を適切に利用できることとした。」

として、内部監査については、内部統制の基

本的要素の１つであるモニタリングの中の「独

立的評価」の一翼をなすものと正式に位置づ

けるとともに、監査人は、「…企業の内部監査

の状況を評価した上で、内部監査の業務を利

用する範囲及び程度を決定しなければならな

い。」と規定している。

　　なお、本基準では、内部監査人について、

次のように説明している（「財務報告に係る内

部統制の評価及び監査の基準」Ⅰ．内部統制

の基本的枠組み　４．内部統制に関係を有す

る者の役割と責任の項）。

�

　内部監査人は、内部統制の目的をより効

果的に達成するために、内部統制の基本的

要素の一つであるモニタリングの一環とし

て、内部統制の整備及び運用状況を検討、

評価し、必要に応じて、その改善を促す職

務を担っている。

（注）本基準において、内部監査人とは、組

織内の所属の名称の如何を問わず、内部

統制の整備及び運用状況を検討、評価し、

その改善を促す職務を担う者及び部署を

いう。
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（注17）この2014年改正では、「本実務指針では、

共同研究報告と平仄を合わせ『連携』と表記

している。共同研究報告は、『企業内容等の開

示に関する内閣府令』等を踏まえて作成され

ており、同内閣府令では『連携』という文言

を用いている。」として、関連するその他の基

準および規定等で一般に用いられている「連

携」に統一されることとなったのである。

　　なお、「監査役監査基準」の中で使用されて

いた「連係」の標記が、すべて「連携」に変

更されたのは、2015年の改正においてであっ

た（（注４）を参照のこと。）。

　　しかし、ここで留意すべきことは、監査役

等の視点からは、今もって、他の監査、すな

わち会計士監査であれ、内部監査部門等の監

査であれ、いずれも監査役等の監査対象であ

り、それらを評価・判断するとの意向が強く、

その意味からしても、相互連携といった実質

的な意味での「連携」については、必ずしも

合意を得ているとは言い難いのである。

（注18）本報告書については、その公表に当たり、

監査人と監査役又は監査役会（委員会設置会

社の場合は監査委員会）とのコミュニケーシ

ョンに関し、国際監査基準（ＩＳＡ）260「統

治責任者とのコミュニケーション」および米

国の監査基準書（ＳＡＳ）ＡＵ380「監査委員

会とのコミュニケーション」を参考の上、実

務上の指針としてコミュニケーションの目的

やコミュニケーションの範囲と内容などにつ

いて取りまとめたものとの説明がなされてい

る（同報告書の前文）。

（注19）こうした状況を背景に、三様監査の間

での連携だけでなく、コーポレートガバナン

スが有効に機能するために、公認会計士・監

査審査会といった当局による検査をも巻き込

んでの「四様監査」なるものを指向する主張

も見られる（佐々木、「コーポレート・ガバナ

ンスにおける四様監査（内部監査・監査役監

査・会計監査・当局検査）の現状とその連携

の方向性─金融検査と監査法人検査の視点か

ら─」）。

（注20）かかる理解の下、別稿、次のような指摘

をしている（八田、17頁）。

　　「現行の会計監査人による監査において強調

されるべきことは、客観的ないしは公正な目

を持って、経営者の誠実性を見抜く力を磨く

とともに、適切な経営監視を行うべき監査役

ないしは監査委員との密接な連携を踏まえて

常に正確な情報を入手できる体制を強化すべ

きである。」
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【補遺】

本稿脱稿後の2017年１月13日、日本監査役協

会の法規委員会は、『監査役等と内部監査部門と

の連携について』と題する報告書を公表し、今

後、監査役等と内部監査部門との連携強化が図

られることを提言しているのである。つまり、「監	

査役会等がその責務を実効的に果たし、企業価

値の向上に資するという視点では、監査役等と

内部監査部門の連携は益々重要になっている」

（報告書、２頁）ものの、「三様監査における監

査役等と会計監査人との連携と比較した場合の、

監査役等と内部監査部門の連携の相対的な脆弱

さ」（同上、２頁）が見られることから、あるべ

き連携を目指して、以下の４点についての提言

がなされている（同上、10頁）。

⑴　内部監査部門から監査役等への報告

⑵　内部監査部門への監査役等の指示・承認

⑶�　内部監査部門長の人事への監査役等の関

与

⑷　内部監査部門と監査役等との協力・協働

この内、⑵に関しての具体的提言として、「監

査役等の補助使用人に対する指揮監督権の行使

として、内部監査部門の職員の補助使用人とし

ての活動について指示・承認をすることができ

るようにするため、内部監査部門の職員を監査

役等の補助使用人とする（他部署との兼務とす

ることを含む）ことを内部統制基本方針等で定

めることを検討すべきである。その際、内部監

査部門長も補助使用人を兼務させれば、監査役

等は内部監査部門長を通じる等して、内部監査

部門に対して適切に指示・承認を行うことがで

きる。」（報告書、15頁）と述べている。

しかし、こうした理解は、現在の指名委員会

等設置会社ないしは監査等委員会設置会社の場

合には適合するものの、旧来から存在する監査

役（会）設置会社の場合には、そもそも、内部

監査部門自体、組織上の位置づけとして、一般

に執行部門の長に帰属していることから、監査

役が指示ないし承認を行うという関係について

は、基本的な視点で受け入れられないであろう。

このことからも明らかなように、本稿で縷々検

討したように、三様監査における連携について

は、あくまでも、監査役制度の存在意義を高め

るための強い要請が潜在しているということで、

まさにわが国特有の解釈であり、基本的に、国

際的な視点とは相容れないものとなっている点

に留意しなければならない。

※�本稿は、『会計プロフェッション』№12

（2017年３月、青山学院大学大学院会計

プロフェッション研究学会／会計プロ	

フェッション研究センター）に掲載され

た論文をご厚意により転載させていただ

くもののです。掲載にあたり、一部加筆	

・修正が行われています。� ＜編集＞


